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連邦議会と大統領の動き
（注1）

　2005年 5 月に連邦議会下院を通過し、難航し
ながらも2006年 7 月18日に上院を通過した2005
年幹細胞研究増進法案（H.R.810, 109th Cong.
（2005）.）に対して、翌19日、ブッシュ（George 
W. Bush）大統領の拒否権が行使された。
　これは、ブッシュ大統領にとって2001年の第
1期目の大統領就任以来、初の拒否権行使と
なった。倫理的な問題をはらんだこの法案に対
して初の拒否権を発動したことについては、各
メディアとも、イラク戦争を理由とする昨今の
支持率の低下を危惧した大統領が、11月に控え
た中間選挙も視野に入れ、大統領の支持基盤で
あるキリスト教右派に対し配慮するという政治
的な意図があると報じている

（注2）

。
　これまでは、連邦議会で共和党が多数という
こともあり、ブッシュ大統領は議会との直接対
決を回避する問題解決方法をとっていたため、
拒否権を使う必要が少なかったといわれてい
た
（注3）

。しかし、ヒトの胚性幹細胞（以下「ES細胞」
とする。）研究に対する連邦の助成を拡大させ
るというこの法案（H.R.810）に対しては、上記
のようなブッシュ大統領の考えに反して、共和
党内部にも法案の支持者が増加しており、2005
年 7 月には共和党上院院内総務フリスト（Bill 
Frist）議員も賛同の意思を表明するという事態
が生じていた。そこで、ブッシュ大統領はつい
に連邦議会の意思と衝突するに至ったのである。
　共和党議員をこの法案の支持に回らせた背景
には、ES細胞研究について肯定的な世論が高
まっていることを考慮した中間選挙向けの戦略
がある。ES細胞研究の増進により恩恵を受ける
難病患者やその関係者たちの力は大きく、ES細

胞研究に理解を示す世論調査結果
（注4）

も出されてい
るため、中間選挙対策としては、この法案の支
持に回る方が逆に得策であると考える議員が共
和党側に少なからず存在しているのである。
　ブッシュ大統領による拒否権行使後、下院は
法案提出院として、拒否権を覆すための再採決
を行ったが、 3分の 2以上の多数での再可決に
は至らなかった。
　結局、選挙戦略という要素もあり、大統領の
拒否権を覆すに足りるだけの力を集結するほど
の超党派による支持を固めるまでには至ってい
なかったのである。

ES細胞研究について

　ES細胞とは、胚を利用して
（注5）

、多能性（人間や
動物の体のあらゆる部分に生育可能であるとい
う性質

（注6）

）を有する細胞を取り出し、培養してで
きた幹細胞のことである。
　これまで根治の困難であった重大な疾患に対
する治療や臓器等の再生にES細胞が重要な役
割を果たすと考えられている。しかし、現在の
技術ではヒトES細胞の作成には、ほとんどの
場合ヒト胚の破壊が避けられない。
　また、他人のES細胞を用いて治療を行った
場合には、臓器移植等と同様に拒否反応の抑制
という問題が付きまとう。その解決策として、
体細胞核移植（受精していない卵の核を取りさ
り、被治療者の体細胞の核を注入すること）に
よるヒトクローン胚を作成し、そこからES細
胞を樹立するという方法が研究されている。し
かし、この方法によるES細胞の作成には胚の
破壊以外にも、倫理的問題が存在する。この体
細胞核移植により作成されたヒトクローン胚は、
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クローン人間の材料そのものであるからである。
　いまのところアメリカにおいては、ES細胞や
ヒトクローン胚由来のES細胞の研究を直接規
制する連邦法は存在しない

（注7）

。しかし、これらの
研究に対して、国立衛生研究所（以下「NIH」
とする。）等を通じた連邦資金の援助が可能かど
うかについては厳しい制限がある。
　現在はNIHの幹細胞研究助成登録簿に掲載さ
れている細胞株から分配されたES細胞に限っ
て助成が認められているが

（注8）

、汚染などの問題が
あり、利用可能な細胞株はわずか22本といわれ
ている。そのためES細胞研究の推進を望む科
学者や難病患者等は、助成範囲の拡大を強く求
めている。

ES細胞研究関連法案における論点

　今回、ブッシュ大統領が拒否権を行使した
H.R.810は、連邦基金の助成範囲を拡大すべき
か否かを問題としていた。
　しかし、この他にもES細胞研究に関しては、
ES細胞作成における倫理的問題を回避するた
め、胚を破壊しない方法のみを認めるべきか否
かという点、クローン人間作成を連邦法で規制
するか否かという点、ES細胞研究に不可欠であ
るクローン技術を用いた研究を連邦法でどの範
囲まで規制するかという点を問題として、各種
の法案が議論されている。

⑴　連邦基金助成範囲の拡大（末尾表 1）
　1996会計年度以降、毎年、連邦の予算法には
ディッキー修正

（注9）

と呼ばれる条項が挿入され続け
ている。ディッキー修正とは、胚を破壊する研
究、破壊を伴う研究に対して連邦の助成を禁止
するものである。このため、胚を破壊して得た
ES細胞を研究に用いる場合、その研究に対して
連邦の助成を行うことができるかどうかが曖昧
なままとなっていた。
　しかし、クリントン前政権下において、ES細

胞自体は胚でないため、その研究はディッキー
修正の対象外となりえるという観点から、この
ような流れが見直されたことがあった。2000年
に NIHは ES細胞研究のガイドラインを作成
し

（注10）

、ES 細胞研究に対する連邦基金の助成を可
能にしようとした。しかし、ガイドラインは策
定された直後に、これを支持したクリントン大
統領が任期切れとなってしまったため、事実上
無効となってしまった。
　その後のブッシュ政権では、2001年 8 月に発
表した政策において、2001年 8 月以降、新たに
胚を破壊して作成したES細胞を用いて行う研
究に対して、連邦の助成を明確に禁止する政策
がとられた。この政策は、新たな胚の破壊は殺
人であり認められないが、既に破壊されてし
まった胚についてはその問題は決着済みである
という考え方に基づいている。
　H.R.810は、ES細胞樹立のために用いられる
胚が一定の条件を満たしてさえいれば、樹立の
日付が2001年 8 月以後でも、そのES細胞を用
いた研究に対してまで連邦の助成対象を拡大す
るという内容であった

（注11）

。

⑵　胚を破壊しない幹細胞採取方法の推進
　2001年の ES細胞研究に関するブッシュ大統
領の政策発表以来、倫理的問題を回避する目的
で、胚を破壊せずに幹細胞の採取を行う研究の
支援に関する法案が審議されている。ブッシュ
大統領も、このような法案に対しては支持を表
明していた。
　第109議会では、まず、幹細胞治療及び研究
法

（注12）

が2005年12月に成立した。この法律は、臍帯
血から幹細胞の採取、臍帯血の保管及びそれら
のデータベース化のために予算措置を規定して
いる。
　H.R.810の上院審議と時を同じくして、2006年
代替多能性幹細胞治療拡張法案（S.2754, 109th 
Cong.（2006）.）が提出され、審議された。ヒ
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ト胚の破壊を伴わない方法を用いて幹細胞の入
手を行った研究に対し、連邦政府が支援を行う
ことを内容としている。この法案は、最終的に
2006年 7 月18日下院で廃案となった。
　現在研究が進められている、ヒト胚を破壊し
ないES細胞作成の方法は、大きく次の 2つに
分けられる。
①　治療を受ける成人の体細胞を使用してES
細胞を樹立する。この方法は胚の破壊を伴わな
い上、拒絶反応の問題をクリアするためにク
ローン胚を作成することも不要となる。
②　（クローン技術を用いていない）胚を使用し
てES細胞を樹立するが、使用された胚がそれ
以後も成育可能な状態を保てるようにする。大
統領生命倫理委員会（President’s Council on 
Bioethics：PCBE

（注13）

）は、2005年に発表した白書
（注14）

で、
この方法の中の、主な 4種類について検討を
行ったが、いずれも倫理的問題を明確にクリア
できていないという結論に至った

（注15）

。
　2006年 8 月、アメリカ企業が②の方法のうち
の一つに成功したことが報じられた。ヒト受精
卵が 4～ 8個ほどに細胞分裂した初期の胚から
細胞を 1つだけ取り出し、そこからES細胞を
樹立するというものである。これは不妊治療時
の着床前診断に用いられる手法である。
　この成功を受け、ブッシュ大統領はこの技術
を用いることについては肯定的な見解を示し
た

（注16）

。しかし、この手法を用いたES細胞の作成
については、前出の2005年のPCBEの白書でも
触れられているように、倫理的問題

（注17）

が解決され
ていないという見解が従前から存在しているた
め

（注18）

、大統領の見解は波紋を呼びそうである。

⑶　クローン技術の研究・適用に対する規制
（注19）

（末
尾表 2）
　PCBEは、2002年 7 月の報告書

（注20）

で、クローン
人間産出に関する研究を禁止し、治療目的での
ヒトクローン胚作成等のクローン研究も 4年の

期限付きで禁止する立法を行うことを勧告した。
また、不妊治療時に行われる胚の着床前診断等
に関する事後評価を行うことも、あわせて連邦
政府に要請した。
　2004年には、PCBEは再生医療に関して、以
下の点について、少なくとも時限付きで禁止す
る立法を行うべきであるという勧告を出した

（注21）

。
・ 　ヒト胚の動物の胎内への移植
・ 　ヒトのハイブリッド胚、キメラ胚の作成

（注22）

・ 　ヒト受精卵以外の方法によるヒト生殖
・ 　ヒト ES細胞から作成した胚やヒト胚から
得られた生殖細胞を用いた子の妊娠

・ 　 2 つ以上の卵子を融合してできた子の妊娠
・ 　ヒト胚の売買
・ 　受精後一定期間（10～14日を目安とする）
以後
（注23）

のヒト胚の研究利用
・ 　ヒト胚やヒト胚由来の物を用いた特許申請
（特許申請の禁止により、事実上企業等がヒ
ト胚を用いた研究を行うインセンティブが失
われる結果となる。）

　第109議会では、クローン研究に関する法案も
数多く提出されているが、現在のところ、いず
れも提出された院の委員会段階で審議が停滞し
ている。以下にその主なものを紹介する。
・ 　2005年ヒトクローニング禁止法案（H.R.
1357, 109th Cong.（2005）；S.658, 109thCong.
（2005）.）は、生殖目的であるか治療目的で
あるかを問わずクローン技術の適用を禁止す
る内容である。H.R.1357はヒトクローン胚の
国内での移動、輸出入を禁止し、S.658はヒト
クローン胚の輸入は認めている。

・ 　2005年ヒトクローン禁止及び幹細胞研究保
護法案（S.876, 109th Cong.（2005）；H.R.1822, 
109th Cong.（2005）.）は、治療目的に限定し
たヒトクローン胚研究を認めるが、受精卵に
対する体細胞核移植は禁止する。

・ 　2005年ヒトキメラ禁止法案（S.1373, 109th 
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Cong. （2005）.）では、ヒトキメラやハイブリッ
ド、それらの胚の作成や研究を刑法で禁止す
る。

⑷　第109議会で成立したその他の法案
　H.R.810と同時期に審議された後、成立した法
案に、2006年胎児養殖禁止法案（S.3504, 109th 
Cong.
（注24）

 （2006）.）がある。
　売却や譲渡を行う目的で、ヒトや動物の胎内
に移植して成育させたヒト胚やこれに関係する
組織の授受や売買又はこれらの行為の教唆を禁
止する内容である。この法案に関しては、当然
に禁止すべきことを規定した法案であるとして、
議論が紛糾することもなくスムーズな可決、成
立となった。

日本におけるES細胞研究関連の規制状況（末

尾表 1及び表 2）

　このようなアメリカの状況に対して、日本で
は、法令により研究に対する直接の規制が行わ
れている。
　最初に、クローン人間の作成を禁止する目的
で、ヒトに関するクローン技術等の規制に関す
る法律（平成12年法律第146号。以下「クローン
技術規制法」という。）が制定された。
　ここでは、クローン胚とヒトか動物か明らか
でない生物になりうる胚（ヒトの核かヒトの細
胞を含んでいるような核を持つ、ヒトキメラ胚
やヒトハイブリッド胚）をヒト又は動物の胎内
に移植することだけは明確に禁止されている。
しかし、このような胚の作成自体や、初期胚か
ら取り出した分割胚、ヒト以外の核や核にヒト
以外の生物の細胞を含む核を有するヒト胚を、
ヒト又は動物の胎内に移植することは規制され
ていない。また、ヒトES細胞は「胚」ではな
いため、その取り扱いについて、この法律には
規定がない。これらの規定されていない事項に
関しては、指針（文部科学省告示の形式をとる）

により別途定めるとされた。アメリカでは現在
のところ連邦法上クローン人間の作成やヒトク
ローン胚等のヒト胎内への移植を禁止する規定
が審議中であることは、先に紹介したとおりで
ある。
　続いて、クローン技術規制法に基づき、「特定
胚の取扱いに関する指針」（平成13年文部科学
省告示第173号。以下「特定胚指針」という。）
が出され、ヒトES細胞に関しては「ヒトES細
胞の樹立及び使用に関する指針（平成13年文部
科学省告示第155号。以下「ES指針」という。）
が出された。
　特定胚とは、上に述べたクローン技術規制法
で細かく分類され規定されている 9種類の胚

（注25）

の
ことである。具体的には、ヒトクローン胚、ヒ
トキメラ胚、ヒトハイブリッド胚やそれらに類
似する胚などであり、同法によってヒトや動物
の胎内への移植が禁じられているものと禁じら
れていないものの両方を含んでいる。この特定
胚の 9つの分類は非常に細かいもので、アメリ
カの法案等では用いられていないようである。
　特定胚指針では、動物性集合胚（動物の核を
持つ胚と核又は細胞質にヒトの要素を持つ細胞
（胚でないものに限る）とが集合し一体となっ
た胚）のみが作成可能と認められている。細胞
の提供は無償で行うこととされ、インフォーム
ド・コンセントを行った上で、提供者から書面
による承諾が提出される必要がある。特定胚は
輸出入が禁じられる。また、この特定胚指針に
おいては、ヒトクローン胚の作成や利用は禁止
されていると解釈されている。アメリカでは、
ヒトクローン胚の取扱いに対する法規制につい
ては連邦議会で法案が審議中である。
　ES指針では、ヒトES細胞を樹立し、利用す
る場合には、凍結された余剰胚（生殖医療にお
いて不要となった受精済みの胚）のみを用いる
こと、インフォームド・コンセントを行った上
で、提供者から書面で承諾書を得ること、胚の
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提供は無償とすること、受精後14日以内の胚の
みを利用すること等が規定されている。また、
これらの基準を満たす胚から作成されたES細
胞であれば、海外から入手することも認められ
ている。アメリカでは、現在連邦の助成を受け
られる研究で利用されるES細胞は、日本のES
指針と同様に無償で提供され、提供者の書面に
よる承諾を得た余剰胚から作成されたものであ
ることが条件とされている（但し、胚の破壊が
2001年 8 月以前に行われているものに限る。）。
　現在、日本ではクローン技術を用いたES細
胞の作成に対応するため、特定胚指針やES指
針における規制を緩和する改正が計画されてい
る。平成18年 6 月20日、文部科学省科学・学術
審議会ヒトクローン胚研究利用作業部会は、こ
の件について中間取りまとめを発表した。
　この取りまとめでは、ヒトクローン胚とク
ローン胚由来のES細胞は当面輸出入が禁止さ
れており、ヒトクローン胚の作成のための受精
していない卵の入手方法にも、かなり厳しい条
件がつけられている。また、ヒトクローン胚を
取扱う機関となるには、厳しい条件を満たすこ
とが義務付けられている。アメリカではクロー
ン胚については、クローン人間の作成につなが
るとして一律禁止とするのか、難病治療研究目
的であれば認めるのか等、どの範囲まで連邦法
で規制するべきかが議論されている。

アメリカ世論の動向について

　中絶を「殺人」とみなすか、女性の権利とし
て認めるかで世論が二分されているアメリカで
は、ヒトES細胞を作成する場合に、胚を破壊
することが、「殺人」にあたるのではないかと
いう議論は取り上げられやすく、重要視される。
特に、ブッシュ大統領の支持基盤であるキリス
ト教右派は、彼らの教義解釈から絶対に中絶を
認めない。胚についても、受精卵を生命誕生と
とらえるため、その破壊を殺人と同等とみなす

考え方を強硬に主張する傾向にある。
　また、キリスト教右派には、拒絶反応抑制を
目的としてヒトクローン胚から作成されるES
細胞についても、その目的が何であるかを問わ
ず、作成過程においてクローン人間が作られる
可能性が高いという点を重要視して、激しく非
難するという動きもある。
　ブッシュ大統領が、H.R.810に対して確実に
拒否権を行使すると予測された2006年 7 月18日
及び19日、米主要紙は社説でこの問題を取り上
げ、ブッシュ大統領はこの法案に関しては拒否
権を行使すべきでないと主張した。「胚の破壊
は殺人で倫理的に認められないため、連邦の助
成も行うことができない」という大統領の意見
は、一方では民間の資金で行われる胚破壊を伴
う研究を認めていることと矛盾しているのでは
ないか、と各紙は指摘している

（注26）

。さらに、メディ
アからは、2005年前半に大きな社会問題となっ
たテリ・シャイボ事件の際と同様、ブッシュ大
統領は、H.R.810に対する拒否権行使を自身の
倫理的信念を貫く姿勢を示すパフォーマンスと
して用いているという見方も出ている。　
　ES細胞自体は、ヒトではなく、成長しても決
してヒトになることがないものである。さらに、
その活用の成果が大きく期待されることから、
特に肉親が難病に苦しんでいる関係者は、たと
えこれまで中絶を是としない倫理基準を有して
いたとしても、ES細胞の問題に関しては研究
拡大の利益を優先させる傾向にあり、その動き
は次第に無視できないものとなっている。
　また、上述のようにアメリカにおいて胚の破
壊を伴わないヒトES細胞樹立の成功例が報告
されたことから、世論全体としてES細胞研究
自体に対する倫理的なわだかまりが緩和される
方向にあると考えられる。そのためES細胞研
究問題については、連邦議会議員も世論も、今
後は研究拡大によって得られる利益を考慮して
打算的に動く可能性が高まると予測する論調が
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有力となってきている
（注27）

。
　日本でも2006年 8 月に京都大学再生医科学研
究所が、マウスの皮膚細胞の遺伝子に手を加え
た結果、ES細胞と同様の多能性を有する万能細
胞（iPS細胞）を作成することに成功した。もし、
これがヒトに応用されたならば、ヒトクローン
胚作成、胚破壊の 2 つの倫理的問題をクリアす
ることができるとして、この技術に期待する意
見が多く出されている

（注28）

。
　しかし、このような新たな手法を用いた幹細
胞研究に関しては、専門家や研究者の間から
様々な問題が提起されている。
　例えば、マウスでの研究成果がすぐヒトに対
して実証されるわけではないこと、胚の破壊を
伴わず樹立される ES 細胞や体細胞から入手さ
れる幹細胞に関する研究は、胚を破壊して得ら
れる ES 細胞研究の成果なしでは立ち行かない
こと、体細胞から得られる幹細胞は、性能とし
て ES 細胞に劣ること、これらの新たな手法に
よる幹細胞樹立は、胚の破壊を伴う場合と比べ
て手間と時間がかかること等である。
　実際に研究に携わる人々は、クローン技術を
用いず、胚の破壊も伴わない方法による幹細胞
研究に関しては、一般世論ほどは楽観視してい
ないようである

（注29）

。
　一方、州レベルでは、連邦の研究支援範囲の
拡大に先行して、独自にヒト ES 細胞研究を援
助する動きも多く見られるようになっている

（注30）

。

おわりに

　胚に対する倫理的な対立により法規制が進み
にくいアメリカの現状に比べると、日本におけ
るこれらの問題に対する国の規制は進んでいる
といえるかもしれない。しかし、規制のほとん
どが法律ではなく所管の省による告示の形であ
り、国民の関心が高まった上で、問題の検討や
議論が深まった結果の産物であるとは言いがた
い。そのため、ES 細胞研究に欠かせない多様

な種類の胚を生命倫理上どのように位置づける
のかという根本の問題が、曖昧なまま残されて
いるといえよう。
　クローン技術規制については、クローン技術
規制法制定時には、あまり考慮されていなかっ
たヒト ES 細胞研究という問題が、新たに密接
な関係を持つようになってきている。クローン
技術規制法自体についても、ヒト ES 細胞研究
問題と同時に、再考する余地がありうると考え
られる。

注

＊インターネット情報は、すべて2006年 8 月31日現在

である。

⑴　第109議会第 1 会期（2005年） 8 月までの ES 細胞
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経緯については、井樋三枝子「胚性幹細胞（ES 細胞）

研究助成金緩和法案の審議」『外国の立法』266号，

2005.11，pp.133-146 <http://www.ndl.go.jp/jp/data/

publication/legis/226/022606.pdf> を参照。

⑵　「米大統領初の拒否権発動へ」『朝日新聞』
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⑷　70パーセント強がES細胞研究を認めるという意見
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ホームページ <http://www.camradvocacy.org/cam
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めたい」『朝日新聞』2006.8.12.
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・菱山豊「法令解説 クローン人間などの量産を禁止―併せ
て人クローン胚などの適切な取扱いに関する規制を創設
―ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」『時
の法令』1640号，2001.4.30，pp.28-43．

・「生命・医療倫理学基礎資料」東京大学大学院医学系研究
科生命･医療倫理人材養成ユニットホームページ<http://
square.umin.ac.jp/CBEL/bioethics_data.html>

（いび　みえこ・海外立法情報課）

（
表
1
）
E
S
細
胞
研
究
に
対
す
る
規
制
に
つ
い
て

（
ア
メ
リ
カ
（
連
邦
））

20
06
年
8
月

末
時
点

助
成
対
象
と
な
る
研
究
範
囲

利
用
可
能
な
胚

利
用
さ
れ
る
卵
、
胚
等
が
満
た
す
べ
き
条
件

デ
ィ
ッ
キ
ー
修
正
条
項

（
19
96
会
計
年
度
歳
出
予
算

法
～
）

有
効

・
 ヒ
ト
又
は
ヒ
ト
以
外
の
体
性
幹
細
胞
＊
と
動
物

の
ES
細
胞
研
究
に
は
助
成
を
認
め
る
。

・
 次
の
こ
と
に
つ
い
て
は
連
邦
の
助
成
を
認
め
な

い
。

　
研
究
目
的
で
の
ヒ
ト
胚
の
作
成

　
胚
を
破
壊
す
る
研
究
又
は
破
壊
を
伴
う
研
究

―
―

20
00
年
ヒ
ト
多
能
性
胚
性
幹

細
胞
研
究
に
対
す
る
N
IH

＊
＊

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

発
効
せ
ず

・
 条
件
を
満
た
し
た
胚
か
ら
樹
立
さ
れ
た
ES
細

胞
に
関
す
る
研
究

・
 ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
由
来
の
ES
細
胞
に
関
す
る

研
究
に
は
助
成
し
な
い
。

不
妊
治
療
の
た
め
作
成
さ
れ
た

凍
結
余
剰
胚
＊
＊
＊

・
 凍
結
余
剰
胚
を
作
成
し
た
カ
ッ
プ
ル
に
対
し
て
イ
ン

フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン
セ
ン
ト
を
行
う
こ
と
。

・
凍
結
余
剰
胚
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領
20
01
年
8

月
発
表
の
政
策

有
効

・
 20
01
年
8
月
9
日
に
現
存
す
る
細
胞
株
か
ら
得

ら
れ
た
ES
細
胞
を
用
い
た
研
究
に
の
み
助
成
。

・
 ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
に
関
す
る
研
究
に
は
助
成
し

な
い
。

不
妊
治
療
の
た
め
作
成
さ
れ
た
凍
結
余
剰
胚

（
但
し
、
20
01
年
8
月
ま
で
に
破
壊
さ
れ
た

も
の
に
限
る
。）

・
 凍
結
余
剰
胚
を
作
成
し
た
カ
ッ
プ
ル
に
対
し
て
イ
ン

フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン
セ
ン
ト
を
行
う
こ
と
。

・
凍
結
余
剰
胚
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

幹
細
胞
研
究
促
進
法
案

（
H
.R
.81
0）

大
統
領
拒
否

権
行
使
に
よ

り
、
成
立
せ

ず
。

・
 条
件
を
満
た
し
た
胚
か
ら
樹
立
さ
れ
た
ES
細

胞
に
関
す
る
研
究
（
樹
立
さ
れ
た
時
期
は
問
わ

な
い
。）

・
 助
成
を
受
け
る
に
あ
た
っ
て
は
N
IH
が
こ
の

法
律
の
施
行
に
際
し
定
め
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を

遵
守
す
る
こ
と
。

・
 不
妊
治
療
の
た
め
作
成
さ
れ
た
凍
結
余
剰

胚
・
 ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
に
つ
い
て
は
記
載
な

し
。

・
 凍
結
余
剰
胚
を
作
成
し
た
カ
ッ
プ
ル
か
ら
イ
ン
フ
ォ
ー
ム

ド
・
コ
ン
セ
ン
ト
を
行
っ
た
上
で
承
諾
書
を
得
る
こ
と
。

・
凍
結
余
剰
胚
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

（
日
本
）

20
06
年
8
月

末
時
点

禁
止
さ
れ
る
研
究

利
用
可
能
な
胚

利
用
さ
れ
る
卵
、
胚
等
が
満
た
す
べ
き
条
件

ク
ロ
ー
ン
技
術
規
制
法
（
平

12
法
14
6）
、特
定
胚
指
針（
平

13
文
科
省
告
示
17
3）
、
ES

指
針
（
平
13
文
科
省
告
示

15
5）

有
効

・
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
の
作
成

・
 特
定
胚
、
ヒ
ト
ES
細
胞
由
来
の
胚
を
ヒ
ト
又

は
動
物
の
胎
内
へ
移
植
す
る
こ
と
。

・
 ヒ
ト
胚
、
胎
児
に
ヒ
ト
ES
細
胞
を
移
植
す
る

こ
と
。

・
 ヒ
ト
ES
細
胞
か
ら
生
殖
細
胞
を
作
成
す
る
こ

と
。

・
 キ
メ
ラ
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
関
連
で
は
動
物

性
集
合
胚
の
み
作
成
可
能
（
但
し
、
輸
出

入
禁
止
）。

・
 ヒ
ト
ES
細
胞
研
究
に
用
い
る
胚
は
不
妊

治
療
の
た
め
に
作
成
さ
れ
た
凍
結
余
剰
胚
。

・
 基
準
を
満
た
し
た
胚
か
ら
樹
立
さ
れ
た
ヒ

ト
ES
細
胞
の
輸
入（
無
償
）は
認
め
る
。

・
 細
胞
、胚
の
提
供
を
受
け
る
場
合
は
、イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・

コ
ン
セ
ン
ト
を
行
っ
た
上
で
の
承
諾
書
を
得
る
こ
と
。

・
 特
定
胚
作
成
の
た
め
の
細
胞
等
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ

と
。

・
 特
定
胚
、
ES
細
胞
樹
立
に
利
用
す
る
胚
と
も
取
り
扱
い

は
受
精
後
14
日
以
内
に
限
る
。

人
ク
ロ
ー
ン
胚
研
究
利
用
作

業
部
会
中
間
取
り
ま
と
め

（
H
18
.6.
20
）

検
討
中

 要
件
を
満
た
さ
な
い
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
の
作
成
と

そ
の
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
か
ら
の
ES
細
胞
の
樹
立

・
 治
療
法
の
な
い
疾
病
の
研
究
や
再
生
医
療

研
究
の
目
的
で
ヒ
ト
ES
細
胞
を
樹
立
す

る
た
め
の
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚

・
 ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
の
譲
渡
は
ES
細
胞
の

樹
立
を
条
件
と
し
て
認
め
る
が
、
胚
作
成

と
同
一
の
建
物
内
の
み
と
す
る
。

・
 ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
と
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
由

来
の
ES
細
胞
の
輸
出
入
は
当
面
禁
止

・
 利
用
す
る
卵
は
、不
妊
治
療
の
た
め
凍
結
保
存
さ
れ
た
卵
、

手
術
に
よ
り
摘
出
さ
れ
た
卵
巣
か
ら
採
取
す
る
卵
、
不
妊

治
療
の
目
的
で
採
取
さ
れ
た
が
利
用
さ
れ
な
か
っ
た
卵

（
非
凍
結
）、
不
妊
治
療
に
利
用
さ
れ
た
が
媒
精
し
な
か
っ

た
卵
（
非
凍
結
）
に
限
る
。

・
材
料
と
な
る
未
受
精
卵
等
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

・
 提
供
者
か
ら
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン
セ
ン
ト
を
行
っ
た

上
で
の
承
諾
書
を
得
る
こ
と
。

・
 ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
研
究
目
的
の
提
供
は
、
有
償
・
無

償
を
問
わ
ず
当
面
禁
止
。

＊
胚
由
来
で
は
な
く
、
体
細
胞
か
ら
作
ら
れ
る
。

＊
＊
米
国
国
立
衛
生
研
究
所

＊
＊
＊
治
療
に
用
い
ず
廃
棄
が
決
定
し
て
い
る
と
い
う
意
味
で
「
余
剰
」
と
い
わ
れ
る
。

（
出
典
）
各
種
資
料
よ
り
筆
者
作
成
。
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（
表
2
）
ク
ロ
ー
ン
技
術
の
研
究
・
適
用
に
関
す
る
規
制
の
動
き

（
ア
メ
リ
カ
（
連
邦
））

20
06
年
8
月

末
現
在

ク
ロ
ー
ン
技
術
の
研
究
・
適
用
規
制
の
範
囲

作
成
、
利
用
可
能
な
胚

卵
、
胚
等
の
提
供
時
の
条
件

20
02
年
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ニ
ン
グ

に
関
す
る
大
統
領
生
命
倫
理

審
議
会
に
よ
る
立
法
府
に
対

す
る
勧
告

・
ク
ロ
ー
ン
人
間
産
出
に
関
す
る
研
究
の
禁
止

・
 ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
研
究
を
4
年
の
期
限
付
き
で

禁
止

―
―

20
05
年
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ニ
ン
グ

禁
止
法
案
（
H
.R
.13
57
）

未
成
立

治
療
方
法
研
究
目
的
か
ク
ロ
ー
ン
人
間
を
作
成
す

る
目
的
か
を
問
わ
ず
、
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
の
作
成

禁
止

ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
及
び
由
来
の
あ
ら
ゆ
る
組

織
の
輸
入
禁
止

―

20
05
年
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ニ
ン
グ

禁
止
法
案
（
S.
65
8）

未
成
立

同
上

ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
の
国
内
で
の
作
成
は
認
め

な
い
が
輸
入
は
認
め
る
。

―

20
05
年
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ニ
ン
グ

禁
止
及
び
幹
細
胞
研
究
保
護

法
案（
S.
87
6）（
H
.R
.18
22
）

未
成
立

・
 治
療
方
法
研
究
目
的
で
の
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
の

作
成
を
認
め
る
。

・
 受
精
卵
に
対
し
て
体
細
胞
核
移
植
を
行
う
こ
と

は
禁
止

条
件
を
満
た
し
た
未
受
精
卵
よ
り
作
成
さ
れ

る
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚

・
 未
受
精
卵
提
供
者
に
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン
セ
ン
ト
を

行
う
こ
と
。

・
未
受
精
卵
等
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

20
05
年
ヒ
ト
キ
メ
ラ
禁
止
法

案
（
S.
13
73
）

未
成
立

・
ヒ
ト
キ
メ
ラ
胚
*作
成
、
研
究
の
禁
止

・
ヒ
ト
胚
の
ヒ
ト
以
外
の
胎
内
へ
の
移
植
を
禁
止

・
ヒ
ト
以
外
の
胚
の
ヒ
ト
胎
内
へ
の
移
転
を
禁
止

―
ヒ
ト
キ
メ
ラ
胚
の
授
受
は
禁
止

（
日
本
）

20
06
年
8
月

末
現
在

ク
ロ
ー
ン
技
術
の
研
究
・
適
用
規
制
の
範
囲

作
成
、
利
用
可
能
な
胚

卵
、
胚
等
の
提
供
時
の
条
件

ク
ロ
ー
ン
技
術
規
制
法
（
平

12
法
14
6）

有
効

・
ク
ロ
ー
ン
人
間
産
出
を
禁
止

・
 「
特
定
胚
」
＊
＊
の
一
部
で
あ
る
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン

胚
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
胚
、
キ
メ
ラ
胚
の
ヒ
ト
又

は
動
物
の
胎
内
へ
の
移
植
を
禁
止

・
 ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
作
成
と
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
か

ら
の
ES
細
胞
樹
立
に
つ
い
て
は
規
定
な
し
。

・
 分
割
胚
＊
＊
＊
や
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
由
来
で

は
な
い
ES
細
胞
の
核
を
未
受
精
卵
に
移

植
し
て
作
成
し
た
胚
等
の
ヒ
ト
胎
内
へ
の

移
植
に
つ
い
て
は
、
法
律
上
禁
止
せ
ず
指

針
に
規
定
を
譲
る
。

・
 「
特
定
胚
」
の
取
扱
自
体
に
つ
い
て
は
指

針
で
規
定
す
る
。

―

特
定
胚
指
針
（
平
13
文
科
省

告
示
17
3）

有
効

・
 「
特
定
胚
」
の
う
ち
、
動
物
集
合
性
胚
（
動
物

の
胚
に
核
以
外
の
ヒ
ト
の
要
素
を
有
す
る
も

の
）
の
み
作
成
を
認
め
る
。

・
 「
特
定
胚
」
の
ヒ
ト
又
は
動
物
の
胎
内
へ
の
移

植
を
禁
止

・
動
物
集
合
性
胚

・
特
定
胚
の
輸
出
入
は
当
面
禁
止

・
 卵
、
細
胞
、
胚
等
の
提
供
者
か
ら
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
コ
ン

セ
ン
ト
を
行
っ
た
上
で
承
諾
書
を
得
る
こ
と
。

・
卵
、
細
胞
、
胚
等
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

・「
特
定
胚
」
の
取
扱
い
は
受
精
後
14
日
ま
で
に
限
る
。

ES
指
針
（
平
13
文
科
省
告

示
15
5）

有
効

 ク
ロ
ー
ン
技
術
を
用
い
た
胚
か
ら
ES
細
胞
を
樹

立
す
る
こ
と
は
想
定
し
な
い
。

不
妊
治
療
の
た
め
に
作
成
さ
れ
た
凍
結
余
剰

胚
（
受
精
後
14
日
以
内
の
も
の
。）

・
 凍
結
余
剰
胚
の
提
供
者
か
ら
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン
セ

ン
ト
を
行
っ
た
上
で
承
諾
書
を
得
る
こ
と
。

・
凍
結
余
剰
胚
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

人
ク
ロ
ー
ン
胚
研
究
利
用
作

業
部
会
中
間
取
り
ま
と
め

（
H
18
.6.
20
）

検
討
中

ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
作
成
は
原
則
禁
止
。

他
に
治
療
法
の
な
い
疾
病
の
研
究
や
再
生
医

療
研
究
の
目
的
で
ヒ
ト
ES
細
胞
を
樹
立
す

る
場
合
の
み
、
ヒ
ト
ク
ロ
ー
ン
胚
作
成
を
認

め
る
。

・
 未
受
精
卵
等
の
提
供
者
か
ら
は
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
・
コ
ン

セ
ン
ト
を
行
っ
た
上
で
承
諾
書
を
得
る
こ
と
。

・
未
受
精
卵
は
無
償
で
提
供
さ
れ
る
こ
と
。

＊
 こ
こ
で
の
「
ヒ
ト
キ
メ
ラ
胚
」
の
定
義
は
、
ヒ
ト
胚
を
ヒ
ト
以
外
の
細
胞
に
入
れ
た
り
、
ヒ
ト
の
卵
子
に
ヒ
ト
以
外
の
精
子
を
受
精
さ
せ
て
つ
く
っ
た
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
胚
や
、
核
が
ヒ
ト
以
外
で
あ
る
、
ヒ
ト
以
外
の
要
素
を
持
つ
細

胞
を
含
む
胚
（
日
本
で
は
キ
メ
ラ
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
と
は
分
け
て
定
義
さ
れ
る
）
を
も
含
む
。
日
本
に
お
け
る
ク
ロ
ー
ン
技
術
規
制
法
で
定
義
さ
れ
る
特
定
胚
9
種
類
の
指
す
も
の
と
類
似
。

＊
＊
ク
ロ
ー
ン
技
術
が
用
い
ら
れ
た
胚
を
「
特
定
胚
」
と
名
づ
け
9
種
に
分
類
し
て
い
る
。

＊
＊
＊
初
期
の
受
精
胚
か
ら
細
胞
を
取
り
出
し
て
作
っ
た
胚
。「
特
定
胚
」
の
一
種
。

（
出
典
）
各
種
資
料
よ
り
筆
者
作
成
。




